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１．本検討会の背景・論点
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本検討会開催に当たっての背景

⚫ 今後、高齢化の進展に伴い、働く家族介護者を巡る問題は深刻さを増し、企業活動への影響も重大。個人のQOLや介護予防の観点から

も健康寿命を延伸し、地域の中で高齢者が自立することは重要であり、また同時に、働く家族介護者の負担軽減にも繋がるものとして、

経済産業省としても地域資源の充実化を図ってきたところ。

⚫ 一方で、改めて地域の実情に目を向けると、2040年に向けて現役世代は大幅に減少し、高齢者が微増する等、介護保険制度をはじめ

とした公的制度のサービス内容や対象者は現行のものをそのまま維持することは困難であると考えられる。

⚫ 現役世代の共働き割合も高まる中、家族介護者の可処分時間を増やしていく観点においても、多様な主体による高齢者・介護関連サー

ビス（介護予防、生活関連、身体介助等の高齢者に関するサービス）の振興を一層強化していく必要がある。

⚫ 特に、持続的にサービスを提供していく観点においては、如何に収益化するか（民間ビジネスが成立する土壌を作っていくか）が重要。

⚫ 高齢者・介護関連サービスは、提供先が高齢者であることもあり、マーケティングが難航する傾向がみられ、事業化に向けては、自治

体の協力を得たうえで、地域住民・自治会等にアプローチしていく必要がある。

⚫ 一方で、自治体（特に福祉関連部署）においては、公的制度の執行が普段から民間事業者との接点が希薄であり、企業連携を生み出す

ためのノウハウや余力が不足しているところ。

⚫ 高齢者課題に直面するのは全国共通であるが、地域によってプレイヤーや資源状況は様々であるため、地域特性を勘案しながら、持続

可能なビジネスモデルが実装されるような打ち手を講じる必要があり、本検討会では、その戦略と方策を考えたい。

⚫ なお、本検討会においては、主に地域との接点を多く持つ、在宅高齢者に関連したサービス振興を検討の対象とする。



⚫ 高齢化の進行に伴い、日本全体で仕事をしながら家族介護を行う者の数が増加。介護離職者は毎年約10万人であり、家
族介護者の数がピークに達する2030年には、家族介護者のうち約4割（約318万人）が仕事と介護の両立が必要となる。

⚫ 仕事と介護の両立困難に起因する労働生産性低下等に伴う経済損失は2030年に約9.2兆円と試算され、介護両立困難が
企業活動に対して与える影響は年々増す見込み。
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高齢化の進行に伴う家族介護者負担の増大
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（出所）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年4月推計）中位推計」、総務省統計局「就業構造基本調査（平成24年、平成29年）」、厚生労
働省「雇用動向調査（平成25年～令和3年）」、経済産業省「将来の介護需給に対する高齢者ケアシステムに関する研究会」（平成30年3月）
※1 2012年及び2017年の家族介護者・働く家族介護者の数は就業構造基本調査結果より ※2 2012～2020年の介護離職者数は雇用動向調査結果より  ※3 就業構造
基本調査における有業者のうち「仕事が主な者」を基に算出。有業者全体（仕事は従な者 を含む）まで広げた場合には、2030年時点で438万人と推計される。今後、
女性の社会進出や高齢者の雇用促進等に伴い、数値はさらに上振れする可能性もある。 ※4 介護離職者数の将来推計は、厚生労働省「雇用動向調査（平成29年～令和3
年）」をもとに算出したものであり、将来的な施策効果等は加味していない。 その他の推計値は、各調査における年齢階層別人数割合と将来推計人口の掛け合わせによ
り算出。
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⚫ 仕事と介護を両立するに際しては、まず、育児・介護休業法において規定されている各種制度や介護保険サービスの利用を検討したうえ
で、これらの制度的支援を補う形で、介護保険外サービス等の活用を視野に入れていくことが重要。

⚫ こうした中で、より介護両立支援を進めるための課題としては、①介護保険外サービスに十分リーチできていないことや、②企業におけ
る従業員情報の把握に格差があること、③社会全体として介護に関するリテラシーが低く、当事者になるまで介護の実態に触れる機会が
限られ、職場等で介護の話題が出しづらいことなどが挙げられる。

6

仕事と介護の両立（家族介護者負担の軽減）に際しての課題

②企業における従業員情報の把握の格差 ③社会の介護リテラシーの低さ

企業における両立支援の充実

• 人的資本経営やダイバーシティ施策等の一環とし
て、先進的に仕事と介護の支援に取り組む企業は一
定数存在。

• 一方で、社内の両立支援施策のベースになる実態把
握につき、半数以上の企業が行えていない状況。

①介護保険外サービスにリーチできていない

＜現時点の介護発生状況＞＜公的保険外の自費サービスに関する考え＞ ＜TV・新聞における報道量調査＞

出所：介護に取り組む家族の支援に資する民間サービスの普及・促進に関する調査研究事業報告書（平成29年）

• 仕事と介護を両立するため、介護保険サービスに加えて、
より柔軟で必要に応じた利用ができる保険外サービスの需
要も高い。

• 保険外サービスを積極的に活用したいと思いながら、現状
では、①開発面、②情報面、③信頼面、④価格面で課
題があり、利用に至っているケースは限られている。

介護需要の多様な受け皿整備

• 介護の話題については、メディア露出が少なく、例え
ば、「仕事と介護」に関する報道量は、「仕事と育
児」に関する報道量と比べ約3分の1という状況。

• 介護に直面するまで情報に触れる機会が限られ、
企業や個人を含め社会全体のリテラシーや当事者
意識が醸成されにくい。

介護に関する社会機運醸成

1.介護が必要な親族の人数

2.介護が必要な親族の年齢

3.介護が必要な親族の居住地

4.(現時点で介護が発生している場合)

介護と仕事の両立状況

5.その他
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一部従業員分の状況を把握している。

把握していないが、1年以内に把握する予定がある

把握しておらず、今後も把握する見込みはない

実態把握していない企業が約５～６割
出所：株式会社日本総合研究所「令和４年度ヘルスケアサービス社会実装事業

（サステナブルな高齢化社会の実現に向けた調査）報告書」



⚫ 経済産業省としては、①介護需要の新たな受け皿整備（介護保険外サービスの振興）、②企業における両立支援の充実、③介護
に関する社会機運醸成を推進。
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経済産業省における介護分野の施策について

介護

高齢者 働く家族介護者

介護者と被介護者を
一体的な問題として捉える

③介護に関する社会機運醸成

社会機運醸成

①介護需要の多様な受け皿整備

自治体
地域
住民

医療
機関

介護
事業者

介護
事業者

民間企業等の提供サービス（地域資源）充実
＝介護保険外サービス振興

等

日常生活支援
関連サービス

介護予防
関連サービス

＋

ケアラーの
負担軽減

地域分析／事業モデル開発・横展開

自治体側のインセンティブ整理・普及

保険外サービスに係る業界団体の
認証制度設計支援

開発促進

チャネル強化

信頼性確保

②企業における両立支援の充実

自立支援

＜施策＞

各種制度
（法的義務）

経営層の
コミット

実態把握 情報発信

多くの企業での取組はこれから
＝企業経営として「仕事と介護の両立」

のプライオリティを高める

企業

ガイドライン策定

インセンティブ設計

コミュニティ形成

中小企業支援

＜施策＞

経営リスクやアクションの整理等

「健康経営」の評価項目追加等

企業経営層に対するセミナー等

「介護両立支援ハブ」モデル実証事業

組織が問題として認識していない職場での介護実態未把握 組織の中で話題に上がることがない

プラットフォーム運営

ブランドアクション創出

イベント・表彰制度等を通じて、介護を「個人の課題」から「みんなの話題」へ転換する取組等を可視化

職場に限らず、「介護」という話題の露出がそもそも限定的
＝ 社会の中で、より多様な主体が積極的に発信・対話していく必要性（OPEN CARE PROJECT）

介護に関する具体的な行動変容を促す事例を創出

＜施策＞

両立支援
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要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

介護予防
（総合支援事業）

自
治
体

国

事業実施
主体

主に在宅介護

施設介護

• 身体介助
→排せつ、移乗など

• 生活援助
→家事、食事、移動など

• 社会参画
→ 趣味（旅行、美容等）、
運動、通いの場など

生活援助、社会参画（介護予防含む）

身体介助、生活援助、社会参画

生産性向上

＝供給面の強
化

公的保険 公的保険外
生産性向上

（介護ロボ・ICTなど）

生
産
性
向
上

身体介助
生活援助
社会参画

在宅介護

介護需要の充足度

（参考）介護度別のサービス供給力（イメージ）



9

（参考）介護保険外サービス振興の重要性

⚫ 介護保険外サービスは、介護保険ではカバーが難しいニーズへの対応が可能であるとともに、既存の介護保険サービ

スが対象としている提供範囲を一部対応することも可能

⚫ 介護保険外サービス振興により、潜在ニーズ訴求による市場創出効果に加えて、多様な政策的効果が期待できる

介護保険
サービス

（洗濯、料理、ゴミ出し、
日用品の買い物等）

例）イチロウ（介護士マッチングサービス）

病院
付き添い

料理支援

趣味活動へ
の参加

利用者、及び介護福祉士等の専門
資格保有者をマッチングするプラット
フォーム。有資格者は、生活援助も
含め介護保険の対象サービスとの一
体的な対応や、翌日の訪問等、急を
要する柔軟なタイミングで訪問可能

例：チョイソコ（移動支援サービス）

地域のスーパー・薬局等がスポン
サーになる形で、当該スポンサー
フィーを活用して、地域のオンデマン
ド交通を運営。愛知県豊明市をは
じめ、複数の自治体でのサービスを
展開

日常的な
生活への必須度

緊急度

これまで働く家族介護者がサポートしていた領域

①保険外サービスあの市場創出
②働く家族介護者の負担軽減

介護保険外サービスでの一体的な提供により
代替が可能な領域

介護保険サービスの提供領域

• 介護保険サービスは必要最低限に限定して提供
• あらかじめケアプラン等により計画を定めておく必

要があり、急を要する支援は提供できない

③介護費の適正化
④介護現場の人手不足の軽
減

保険外サービスの
提供により

保険外サービスの
提供により

要支援/介護状態にある高齢者が日常生活の中で必要としている支援と介護保険外サービスの貢献可能性の関係

急を要する
買い物
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本検討会における目的

1. 産業振興の対象とすべきサービス領域の特定

✓ 高齢者・介護関連サービス（介護保険内外を含め、介護予防・生活支援・身体介助など幅広く介護
に関わるサービスの総称）につき、プレイヤーの整理を行ったうえで、介護保険外に加え、介護保
険サービスと保険外サービスを組み合わせてサービス提供する事業者も振興の対象としていく等、
産業振興すべき対象の整理をする。

2. 産業振興上の課題整理

✓ 高齢者・介護関連サービスの産業振興を行う上で、地域資源開発を担う主体（自治体、企業等）が
直面している課題を、地域横断／個別に検討・整理する。

3. 地域特性を踏まえた産業振興施策・戦略の検討

✓ 地域特性を踏まえたうえで、次年度以降の高齢者・介護関連サービス振興に当たり、既存施策を含
め、どういった戦略で施策を講じていくかという点につき検討を行い、一定の結論を得る。
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本検討会における論点（案）

① 地域分類の在り方

➢ 高齢者・介護関連サービス産業振興上の課題は地域特性によって異なり、特性に応じた対策が必要。課題の整理とそれに応
じた施策検討にあたり、人口動態（代表的に密度を使用）に留まらず、当該地域が有する資源の充足率といった観点も加味
して分類をしてはどうか。その他に、考慮すべき地域分類の軸があるか。

② 産業振興の対象とすべきサービス領域

➢ 高齢者・介護関連サービスにつき、介護保険外サービスに加え、介護保険サービスと保険外サービスを組み合わせてサービ
ス提供する事業者も振興の対象としていってはどうか。また、その他に対象とすべき領域などがあるか。

③ 複数地域への展開可能性がある事例・特徴

➢ 高齢者・介護関連サービスの中で、既に複数地域展開を実現している事例はどういったものがあるか。また、そうした事例
に共通する特徴は何か。（各地域で取り組まれる事業をどういった観点で評価していくべきか）

④ 地域共通／固有に抱える産業振興上の課題

➢ 高齢者・介護関連サービスを地域で振興していくに際して、地域資源開発を担う主体（自治体、企業等）や地域において使
用可能なリソース（人材確保など）、法制度的制約等の観点において、地域共通や各地域で固有に抱える課題は何か。

⑤ 地域特性を考慮したビジネスモデル・課題の整理

➢ 論点①～④を踏まえて、地域ごとに、成立し得るビジネスモデル、産業振興上の課題を整理してはどうか。

⑥ 産業振興施策の方向性

➢ 論点⑤を踏まえ、経済産業省としてどの課題に着目し、如何なる産業振興施策が必要か。

第
１
回
で
議
論

第
2

回
以
降
で
議
論



本検討会における議論の進め方（案）

中山間地域 一般都市（中間） 大都市

課題

地域分類

地域ごとの特徴

成立し得る
ビジネスモデル

地域ごとに、成立し得るビジネスモデルを記載
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論点① 地域分類の在り方

論点② 産業振興の対象とすべきサービス領域、③複数地域への展開可能性がある事例・特徴

論点④ 地域共通／固有に抱える産業振興上の課題

• 第1回で検討する論点①～④を踏まえて、第2回では、下記フレームワークのように、地域特性を考慮したビジネス

モデル・課題の整理（論点⑤）を行い、課題に対応する施策の検討（論点⑥）を行ってはどうか。

地域資源開発を担う主体（自治体、企業等）や地域において使用可能なリソース等の観点において、地域共通や各地域
で固有に抱える課題を記載

将来的な推計を含め、地域ごとの人口動態、介護需要等の特性を記載

論点⑤ 地域特性を考慮したビジネスモデル・課題の整理

論点⑥ 産業振興施策の方向性



２．地域分類の在り方（論点①資料）



日本全体の人口の推移

出所：厚生労働省「2040年に向けたサービス提供体制 等のあり方」 検討会（第１回）資料３（令和７年１月９日）

• 日本の人口は近年減少局面を迎えている。

• 2070年には総人口が9,000万人を割り込み、高齢化率は39％の水準になると推計されている。

14



2040年の人口構成

出所：厚生労働省「2040年に向けたサービス提供体制 等のあり方」 検討会（第１回）資料３（令和７年１月９日）

• 2040年には、85歳以上人口を中心とした高齢化と生産年齢人口の減少が見られる。

• 地域ごとに見ると、ほぼ全ての地域で生産年齢人口は減少し、都市部では高齢人口が増加、過疎地域で

は高齢人口は減少する。

15



2040年までの変遷を踏まえた地域分類の在り方

• 高齢者・介護関連サービスの外的環境として、人口動態や、介護（保険）サービスの需要・

供給等を概観すると、人口密度ごとに一定の傾向が存在。

• 地域分類として、中山間地域、一般都市、大都市の３分類を基本としてはどうか。

中山間地域
（人口密度200人/km2未満）

一般都市（中間）
（人口密度200人/km2以上、 2000人/km2未満）

大都市
（人口密度2000人/km2以上）

• 生産年齢人口変化率：-28.4%
• 高齢者人口割合：高い
• 在宅介護事業所数：少ない

• 生産年齢人口変化率：-11.9%
• 高齢者人口割合：低い
• 在宅介護事業所数：多い

• 生産年齢人口変化率：-19.1%
• 高齢者人口割合：中
• 在宅介護事業所数：中間

2020年
時点

• 生産年齢人口変化率：-28.4%
• 高齢人口増加率：-12.2%
• 独居高齢者の増加率：高い
• 在宅介護サービスの需要：2020年頃ピーク
• 在宅介護事業所数：減少

• 生産年齢人口変化率：-11.9%
• 高齢人口増加率：17.2%
• 独居高齢者の増加率：低め
• 在宅介護サービスの需要：2045年以降ピーク
• 在宅介護事業所数：増加

• 生産年齢人口変化率：-19.1%
• 高齢人口増加率：2.4%
• 独居高齢者の増加率：中間
• 在宅介護サービスの需要：2040年頃ピーク
• 在宅介護事業所数：増加

2040年
までの変化

※：独立行政法人 福祉医療機構「第１回：地域を大都市・地方都市・過疎地域に区分する」を参考に人口密度2000人/km2で区分 16

https://www.wam.go.jp/content/wamnet/pcpub/top/fukushiiryokeiei/houjin/houjin001.html


（参考）人口減少の地域差

• 2050年までの人口変化率を市区町村別にみると、558市町村（全市区町村の約３割）が人口半数未満

になり、そのうち21市町村が25%未満となる。

• 特に、人口が半減する市町村は中山間地域等に多く見られる。

出所：厚生労働省「2040年に向けたサービス提供体制 等のあり方」 検討会（第１回）資料３（令和７年１月９日） 17



（参考）独居高齢者数の推移

• 単独世帯の高齢者は年々増加し、2050年には1084万人まで増加する見通し。

• 2020年から2050年にかけての独居高齢者の増加率を見ると、沖縄、滋賀は８割超え、宮城、

首都圏（埼玉、千葉、東京、神奈川）、愛知で70%程度となっている。

出所：日本総合研究所「頼れる親族がいない高齢者が今後急増」（令和６年４月15日）

18

出所：日本総合研究所「頼れる親族がいない高齢者が今後急増」（令和６年４月15日）



（参考）2040年までの事業所増減率（65歳以上推計人口別）

• 2040年における65歳以上推計人口が2020年と比較して増加又は減少により分類し、それぞれに該当す

る市町村内に所在する事業所数の増減率を比較。（2019年と2024年の事業所数を比較）

• 推計人口が100以上の市町村では、訪問入浴、居宅介護支援、地密通所を除き増加。一方で、推計人口

が100未満の市町村では、居宅サービスのうち医療系は増加、福祉系はいずれも減少。

出所：厚生労働省「2040年に向けたサービス提供体制 等のあり方」 検討会（第１回）資料３（令和７年１月９日）
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（参考）介護サービス需要の変化（在宅サービス）

• 各市町村が作成した第９期介護保険事業計画によれば、全国における在宅サービスの利用者数は２０４

０年にピークを迎えると見込まれる。

• 保険者によって在宅サービス利用者数が最大となる年は様々であるが、既に２０２４年までに３１３

（１９．９％）の保険者がピークを迎え、２０３５年までに９０６（５７．６％）の保険者がピークを迎

えると見込まれる。

出所：厚生労働省「2040年に向けたサービス提供体制 等のあり方」 検討会（第１回）資料３（令和７年１月９日）
20



地域資源充足度を踏まえた地域分類

• 地域特性を踏まえた地域分類を行う上で、人口密度に加えて、地域資源充足率*を加味してはどうか。

地域資源充
足率と

人口密度の
関係

（買い物拠点
の場合）

※●：赤丸は、令和5年度または令和6年度の経産省事業の調査対象とした市町村をプロット。

中山間地域
（人口密度200人/km2未満）

一般都市（中間）
（人口密度200人/km2以上、 2000人/km2未満）

大都市
（人口密度2000人/km2以上）

• 生産年齢人口変化率：-28.4%
• 高齢者人口割合：高い
• 高齢人口増加率：-12.2%
• 独居高齢者の増加率：高い
• 在宅介護サービスの需要：2020年頃ピーク
• 在宅介護事業所数：少ない→減少
• 地域資源充足率：0~40%が主

• 生産年齢人口変化率：-11.9%
• 高齢者人口割合：低い
• 高齢人口増加率：17.2%
• 独居高齢者の増加率：低め
• 在宅介護サービスの需要：2045年以降ピーク
• 在宅介護事業所数：多い→増加
• 地域資源充足率：80∼100％が主

• 生産年齢人口変化率：-19.1%
• 高齢者人口割合：中
• 高齢人口増加率：2.4%
• 独居高齢者の増加率：中間
• 在宅介護サービスの需要：2040年頃ピーク
• 在宅介護事業所数：中間→増加
• 地域資源充足率：40~80%が主

2020年
以降

21

*地域資源資源充足率 ＝ 資源にアクセスできる当該市町村在住の在宅高齢者 ／ 当該市町村在住の在宅高齢者

（なお、資源アクセスは市町村内の各町丁字の代表地点から半径500m以内（主に徒歩圏内を想定）に資源が存在するか
で判断。また、在宅高齢者は75歳以上の高齢者の内、要介護3以上の高齢者を除した数）

充
足
率
（
％
）

人口密度（ 人/km2）

充
足
率
（
％
）

人口密度（ 人/km2）

充
足
率
（
％
）

人口密度（ 人/km2）

行田市
（63.0％,1,165人/km2）

大東市
（98.8％,6,534人/km2）

豊明市
（83.2%,2,984人/km2）

松戸市
（94.6%,8,117人/km2）

厚真町
（8.4％,9.2人/km2）

小林市
（39.8％,77.6人/km2）

播磨町
（99.9％,1,526人/km2）

武蔵野市
（100％,13,675人/km2）

※買い物拠点としては、スーパーマーケット、コンビニ、ドラッグストア等の日常生活に必要な物資等を調達できる店舗が対象



（参考）地域資源充足率を加味した地域分布

• 「買い物拠点」の充足率と人口密度を一定値で区切り、市町村数を集計。

• 中山間地域では0-40%、一般都市では40-80%、大都市では80-100%の買い物拠点充足率カテゴリに、

比較的多くの市町村が属する。

22

人口密度カテゴリ
総計

買い物拠点充足率カテゴリ
中山間地域

200人/km2未満
一般都市

200-2000人/km2

大都市
2000人/km2以上

80-100% 21（2.3％） 80（12.7％） 302（90.4％） 403（21.3％）

60-80% 69（7.4％） 211（33.5％） 24（7.2％） 304（16.0％）

40-60% 182（19.5％） 203（32.3％） 3（0.9％） 388（20.5％）

20-40% 252（27.0％） 89（14.1％） 2（0.6％） 343（18.1％）

0-20% 409（43.8％） 46（7.3％） 3（0.9％） 458（24.2％）

総計 933（100％） 629（100％） 334（100％） 1896（100％）

※市町村数（人口密度カテゴリ総数に占める割合）



地域資源充足率から見る地域事例（中山間地域）

中山間地域（人口密度200人/km2以下）で買い物充足率が高い市区町村では、市区町村内で人口
分布に偏りがあり、かつ人口集積エリアに買い物拠点が存在している状況があり得る。

23

都道府県名 市区町村名
買い物
充足率

全人口 面積 人口密度

埼玉県 秩父郡横瀬町 93.2% 7,979 70.4 113.4

和歌山県 東牟婁郡太地町 90.9% 2,791 133.4 20.9

北海道 釧路市 88.5% 165,061 1,363.3 121.1

北海道 千歳市 87.8% 97,950 594.5 164.8

和歌山県 日高郡美浜町 86.2% 27,468 628.4 137.7

北海道 紋別市 84.9% 21,215 830.7 25.5

和歌山県 日高郡印南町 80.3% 30,880 628.4 154.8

北海道 留萌振興局羽幌町 80.2% 6,548 402.3 16.3

北海道
宗谷総合振興局中頓別
町

79.9% 1,637 638.6 2.6

長野県 上伊那郡飯島町 78.1% 9,004 85.8 105.0

人口密度は低いが、人口が集中している横瀬地区に買い物拠点が
存在しているため充足率は高値となっていると推察される。

人口密度200km2未満で充足率トップテンの市区町村 地域分析ツールでみた埼玉県秩父郡横瀬町



地域資源充足率から見る地域事例（一般都市）

• 一般都市（人口密度200～2000人/km2）で買い物充足率が高い市区町村でも、市区町村内

で人口分布に偏りがあり、かつ人口集積エリアに買い物拠点が存在している状況があり得る。

24

人口密度200～2000人/km2で充足率トップテンの市区町村

都道府県名 市区町村名
買い物
充足率

全人口 面積 人口密度

大阪府 泉南郡田尻町 100.0% 8,434 24.0 351.2

香川県 綾歌郡宇多津町 100.0% 18,699 58.9 317.3

兵庫県 加古郡播磨町 99.9% 33,604 22.0 1,525.7

福岡県 糟屋郡志免町 96.7% 46,377 23.5 1,971.8

沖縄県 中頭郡嘉手納町 96.5% 13,521 17.9 756.2

京都府 久世郡久御山町 96.0% 15,250 13.9 1,100.3

沖縄県 島尻郡与那原町 95.2% 19,695 19.6 1,006.1

京都府 京都市北区 94.2% 117,165 94.9 1,234.9

京都府 京都市右京区 93.6% 202,047 292.1 691.8

大分県 別府市 93.3% 115,321 125.3 920.1

市内で人口がゼロの町庁字の面積が広いため、人口密度が低めになっているもの
の、人口ゼロでない町庁字には買い物拠点が存在するため充足率は高値となって
いると推察される。

地域分析ツールでみた兵庫県加古郡播磨町

人口ゼロの町庁字



（参考）地域分析ツールについて

• 地域資源の充足率等、地域課題の可視化を行うため、買い物、運動施設、娯楽施設、公共施設等、高齢

者が関わりを有する資源データを収集し、市町村ごとの差異や現状を地図上に可視化するツールを構築。
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• 地域資源充足率を、当該市町村在住の在宅高齢者のうち、資源にアクセスできる当該

市町村在住の在宅高齢者の割合として算出し、リストや人口密度との散布図の形で可

視化。（なお、資源アクセスは市町村内の各町丁字の代表地点から半径500m以内

（主に徒歩圏内を想定）に資源が存在するかで判断。また、在宅高齢者は75歳以

上の高齢者の内、要介護3以上の高齢者を除した数）

地域資源の位置取りと空白地域の可視化
（狭域／市町村レベル）

地域資源の充足率の算出
（広域／都道府県レベル）

• 各市町村で各町丁字の代表地点から半径500m以内に特定の資源がない場合

は、空白地域として赤色で表示。

• 当該の資源が存在する位置を青色のピンで表示。

千葉県市川市の例
千葉県の例



（参考）年齢階級別要介護認定率

• 年齢階級別の要介護認定率をみると、75歳以上は31.5％、85歳以上は57.8％となっている。

出所：年齢階級別の要介護認定率｜令和4年版厚生労働白書 26

https://www.mhlw.go.jp/stf/wp/hakusyo/kousei/21/backdata/01-02-01-04.html


（参考）年齢階級別運転免許保有率

• 運転免許保有率は、65歳を超えると約5割となり、75歳以上では36％程度に落ち込む。

出所：警察庁運転免許統計_令和５年版

年齢階級
運転免許

保有率

１６歳～６４歳 83.9%

６５歳以上 54.8%

７０歳以上 47.1%

７５歳以上 36.3%

８０歳以上 24.1%

27

年齢別、男女別運転免許保有数の構成率 年齢別、運転免許保有率

https://www.npa.go.jp/publications/statistics/koutsuu/menkyo.html


３．産業振興の対象とすべきサービス領域（論点②資料）
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高齢者・介護関連サービスの全体像

身体介助
食事・入浴・排泄介助等

※主に施設入所

生活援助
掃除、洗濯、調理等

その他困り事
人材派遣マッチング等

家事
家事代行、スマート家電等

移動
外出支援等

資産管理
金銭・土地・

株の管理・処分等

見守り・緊急連絡
センサー活用,定期訪問等

みだしなみ、排泄
清拭・入浴、排泄介助、リハビリ等

趣味・レジャー
サークル活動支援、旅行サポート等

学習・就労
eラーニング、職場マッチング等

運動
運動サポート、フィットネス等

会話・交流
コミュニティ運営等

社会参加支援 日常生活支援 生活機能維持・療養支援

介護保険適用外
• 誰でも利用可能
• 生活をより豊かにする支援が目的
• 全額自己負担

介護保険適用
• 介護認定を受けている場合のみ
• 最低限の生活支援が目的
• 一部自己負担

備え
民間保険、教材等

住宅改修、福祉用具
手すり設置、車椅子レンタル等

介護予防
通いの場、地域サロン等

※介護保険ではない公的負担で提供

飲食・服薬
食事・服薬支援、配食等

意思表明
意思形成・表出支援等

住宅関連
物件紹介,共助型すまい等

買い物・物の運搬
買い物付き添い
配達サービス等

各種手続き
契約立会い・
任意後見等

一定の要件を満たせば
介護保険内外のサービスを
組み合わせての提供も可能
（保険サービスの上乗せとして
の保険外サービスは除く）

⚫ 高齢者・介護関連サービスの内、保険外サービスが関与する領域を検討対象としてはどうか。

※上記分類は一例。また、本来は介護者向けの介護と仕事の両立支援に資するサービスも存在するが、本検討会においては、主に高齢者本人が使用するサービスについて議論するため図示していない。



保険外を含む高齢者・介護関連サービスの類型・具体サービス

• 介護保険内外の組み合わせ及び介護保険外（自費）のみで提供されるサービスを①ビジネスモデル、②サービス対象

者で類型化すると、下記の通り。

公的負担＋利用者負担

＊公的負担は介護保険、総合
事業、その他自治体独自予算
等を想定

利用者負担のみ

高齢者向け 高齢者含む一般層向け

ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル

サービス対象者

想定される事業（例）

高齢者向け宅食、自費リハビリ、自費訪問介護、
見守りサービス、高齢者向け賃貸 等

想定される事業（例）

高齢者向け宅食、生活支援付通所リハ、
生活支援付訪問介護 等

想定される事業（例）

フィットネスジム、理美容、宅食、宅配サービス、
移動販売、困りごとマッチングサービス 等

想定される事業（例）

オンデマンド交通、地域見守り事業 等

30



⚫ 宮崎県小林市で、総合事業（サービスA/通所型）を提供しているMOREGROUP社は、午前中は総合事業（保険内）サービス、午後は保
険外サービス（買い物・通院・家事支援等）を提供する保険内外のハイブリッド事業を株式会社最中屋と共に展開。

⚫ 本年度は、同社の事業につき、既存事業のビジネスモデルを分析・ステークホルダーに与えている効果を検証したうえで、新規事業所の
立ち上げの検証を行い、他事業者による再現性を検証。同結果をもって、他地域・他事業者でも展開可能なノウハウの集約を図る。
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（参考）保険内外のサービスを組み合わせたモデルづくり（経産省による今年度調査事業）

調査内容andMORE 事業概要

背景

• 総合事業の対象層である高齢者は、外出や家庭内でのちょっとした
支援等、多様な支援を必要としている場合が多いが、これらを充足す
る保険外サービスを独立した単体の事業として提供するビジネスモデ
ルは、特に人口が少ない中山間地域では成立が難しい。

• MOREGROUP社が宮崎県小林市で展開する「シニア専門ジム
andMORE」ように、総合事業や介護保険サービスなどの公的サー
ビスを提供する事業者が、上記のような保険外サービスを追加的に
提供するビジネスモデルが有効である可能性がある。ただし、同社の
事業の運営・財政の実態や、地域のステークホルダーに与えている
効果は十分に分析されていない。

• また、このモデルを他の事業者が実践する場合、制度・法令上の整
理、集客の確保、これまでと異なる新たなオペレーションの遂行等、
壁になる課題やその解決のための条件は明らかになっていない。

目的

① 当該ビジネスモデルの運営・財政の実態を分析するとともに、小林
市のステークホルダーに与えている効果を検証する。

② 当該ビジネスモデルを新たな事業者が再現する上での条件や課題
を洗い出す。

③ 当該ビジネスモデルが成立する地域の条件、及び展開先の自治
体に求められる対応事項を整理する。

（参考）シニア専門ジムandMORE - 《送迎付きジム》買い物・通院無料支援【足腰強化プログラム】【見守りサービス有】

andMORE/宮崎県小林市（通所A×保険外サービスの事例）

時間 朝 AM 昼 PM

サービス 送迎
ジム

（通所A）
昼食

買い物、通院、
家事支援等

送迎

保険内 保険内保険外

andMOREでは、午前中は総合事業（通所A）サービスを、午後は買い物・通院・家事といった
日常生活支援を保険外サービスとして提供している（利用者は、月会費として一括支払い）。な
お、総合事業対象外の会員に対しては、午前・午後ともに利用者全額負担のプランも提供。

足腰の筋力トレーニング
（通所型サービスA）
昼食

会員の自宅 買い物先・病院・
趣味の外出先等

自宅送迎
外出支援

・昼食の提供
・困りごとサポート

▬：総合事業
▬：保険外

https://www.moregroupcompany.com/
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（参考）保険内外のサービスを組み合わせたモデルづくり（経産省による今年度調査事業）

※：赤色は、当該町庁字の中心点から500m圏内に買い物拠点のない町庁字を示す。青色のピンは、スーパーマーケット、コンビニ、ドラックストア等日用品・食料品の買い物拠点を示す。

地域分析ツールでみた宮崎県小林市宮崎県小林市の地域特性

充
足
率
（
％
）

人口密度（ 人/km2）

小林市
（39.8％,77.6人/km2）

地域資源の位置取りと空白地域の可視化地域資源の充足率の算出
（買物拠点／中山間地域内での位置づけ）

• 総人口：約4.4万人

• 人口密度：77.6人/km2

• 高齢者（65歳以上）人口割合：38.5%

－人口密度200人/km2未満）－

andMORE/宮崎県小林市（通所A×保険外サービスの事例）



地域資源開発を支援する民間事業者（例）

出典：Ayamu地域づくりを支援するサイト

• 高齢者・介護関連サービスの地域実装を支援する民間事業者も存在し、経済産業省としても、

こうした事業モデルの組成・実行可能性について調査（次ページ以降）。

◼ Ayamu（カシオ計算機）
◼ Milmo net（ウェルモ）
◼ ケアプロナビ（トーテックアメニティ）
◼ IIJ電子@連絡帳サービス（インターネットイニシアチブ）他

地域資源データベースを提供する事業者 官民連携を支援する事業者

◼ Social X
◼ Urban Innovation Japan

◼ 株式会社 官民連携事業研究所 他

【参考】カシオ計算機：Ayamu（行政機関向け地域資源管理サービス）
【参考】Social X：逆プロポ・コンシェルジュ（自治体向けサービス）
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• 官民連携に関する困りごとを担当コンシェルジュが細やかに拾い上げ、課題解決に積
極的な企業との連携をサポートする。

• サービスを活用することで、社会課題の言語化や企業ネットワークの確保、自治体情
報発信が可能となり、実質的に庁内公民連携課を設置するのと同じ効果が得られる。

出典：Social X 逆プロポ

• 市や関係者、多職種間などのログインを付
与されたユーザーだけで地域資源情報の共
有・管理ができる。クローズのデータベー
スのため、相談対応時に必要な非公情報や
各種資源へ訪問記録なども蓄積可能

• 公表可能な情報は市民向けの検索システム
に公開も可能。情報の把握、共有、更新、
公表までを手間なくワンストップで実現

• 地域に不足している地域資源等がわかるこ
とで、各地域高齢化率や介護保険認定率の
ニーズの違いなどがあきらかになり、必要
な資源創出のための方針や事業戦略の策定
が行える

https://ayamu.casio.jp/home/intro_info_share
https://gyaku-propo.com/


⚫ 兵庫ヤクルト販売株式会社（以下、兵庫ヤクルト）では、地域単位に存在するヤクルトレディが高齢者含む地域住民に宅配等を行いなが
ら、健康に関する情報を案内している。また、株式会社CNCと連携し、１名コミュニティナースを配置、地域の健康づくりに向けた取組
を行っている。

⚫ 今年度の調査事業は、兵庫ヤクルトが収集している地域の生活課題・ニーズの活用可能性を検討し、民間企業が生活支援コーディネー
ター等のサポート役を担うことの効果や課題を整理すること、および他地域・他業種への横展開の可能性を検討することを目的に実施し
ている。

兵庫ヤクルト販売株式会社と自治体との連携/兵庫県播磨町
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（参考）自治体と民間事業者との連携①（経産省による今年度調査事業）

地域高齢者

情報
共有

コミュニティナース

ヤクルトレディ
（配達員）

訪問販売・配達
健康情報の提供

調査内容兵庫ヤクルト×播磨町 事業概要

兵庫ヤクルトでは、ヤクルトレディが高齢者含む地域住民に宅配等を行いながら得た、地域住民の生活面の不安や
生活の希望等に関する情報をコミュニティナースと連携し、必要に応じて見守りや声掛け、趣味等本人のやりたいこと
を支援する活動を行っている。これらの取組を通じて得た地域課題・ニーズを自治体と共有することでよりよい打ち手
の検討に繋がることを期待している。
※株式会社CNCが推進する「コミュニティナース」とは、日常の暮らしのなかで、職業や資格ではなく、地域の人の暮
らしの身近なところで『毎日の嬉しいや楽しい』『心と身体の健康と安心』をまちの人と一緒につくっていく実践のあり方。
（参考：株式会社CNCホームページ）https://cncinc.jp/

日常的な
コミュニケーション

見守りや声掛け、本人の
やりたいことを支援する

活動等を実施

背景

• 一部の民間企業では、要介護認定前の地域高齢者のニーズや生
活上の困りごとを検知しているが、それらの情報を自治体に伝える
仕組みや、自社が持つ多様な民間サービスの情報を高齢者に伝え
る機会が無い。

• 地域の高齢者のニーズを踏まえた多様なサービスの活用に向けて、各
自治体の生活支援コーディネーターにおいては、住民ニーズと社会資
源（民間サービス等も含む）とのマッチング機能が求められるが、
通いの場の構築や公的サービスとのマッチング業務が中心となって
いる可能性がある。

• 一部の自治体では、地域の高齢者が利用できる民間サービスの一覧
化等が行われているが、現状一覧化したサービスを高齢者に紹介す
る仲介役が限られており、高齢者には民間サービスの情報が届きにく
い。

目的

• 民間企業が生活支援コーディネーター等のサポート役を担うことの
効果や課題を整理すること。

• 本モデルが持続的な事業活動として他地域・他業種への展開が可
能なものとなり得るか、ビジネスモデル等の観点から検証を行うこと。

播磨町

生活課題・地域
ニーズの共有

https://cncinc.jp/
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（参考）自治体と民間事業者との連携①（経産省による今年度調査事業）

※：赤色は、当該町庁字の中心点から500m圏内に買い物拠点のない町庁字を示す。青色のピンは、スーパーマーケット、コンビニ、ドラックストア等日用品・食料品の買い物拠点を示す。

地域分析ツールでみた兵庫県加古郡播磨町兵庫県加古郡播磨町の地域特性

地域資源の位置取りと空白地域の可視化地域資源の充足率の算出
（買物拠点／一般都市内での位置づけ）

• 総人口：約3.4万人

• 人口密度：1,525.7人/km2

• 高齢者（65歳以上）人口割合：27.3%

充
足
率
（
％
）

人口密度（ 人/km2）

播磨町
（99.9％,1,526人/km2）

－人口密度200人/km2以上、2000人/km2未満－

兵庫ヤクルト販売株式会社と自治体との連携/兵庫県播磨町



施設紹介業（あいらいふ社）と自治体の連携/東京都武蔵野市
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（参考）自治体と民間事業者との連携②（経産省による今年度調査事業）

武蔵野市

保有している情報
✓ 民間企業が提供する保険外サービス

✓ 市独自の保険外サービス

✓ 通いの場のマップ

✓ 地域のボランティア活動情報

地域の高齢者

⚫ 在宅介護・地域包括支援セン

ター、ケアマネジャー等を通じた

保険外サービスの情報提供

⚫ あいらいふ相談窓口の紹介

あいらいふ

保有している情報
✓ 高齢者住まいの情報

✓ 民間企業が提供する保険外サービス

あいらいふ

相談者

⚫ 高齢者住まいに関する情報提供

⚫ 保険外サービスのほか、通いの場等

の地域活動の提案・紹介

地域資源情報

の共有
相談内容

の共有

相互の情報共有による
地域課題・ニーズの確認／

紹介すべき地域資源のすり合わせ

調査内容あいらいふ社×武蔵野市 事業概要

背景

• 一部の民間企業では、要介護認定前の地域高齢者のニーズや生活上の困
りごとを把握しているが、それらの情報を自治体に伝える仕組みや、自社が持
つ多様な保険外サービスの情報を高齢者に伝える機会が限定されている。

• また、地域の高齢者のニーズを踏まえた多様なサービスの活用に向けて、各自
治体においては、特定の企業が提供する保険外サービスの紹介や情報提供
を行いづらい状況がある。

• 一部の自治体では、地域の高齢者が利用できる保険外サービスの一覧化等が
行われているが、現状一覧化したサービスを高齢者に紹介する仲介役が地域
包括支援センターやケアマネジャーに限定されており、要介護認定前の高齢者
には保険外サービスの情報が届きにくい。

目的

• 民間企業が自治体と連携しながら地域資源や保険外サービス等の情報提
供を行うことについて、その効果や課題を整理すること。

• 本モデルが持続的な事業活動として他地域・他業種への展開が可能なものと
なり得るか、ビジネスモデル等の観点から検証を行うこと。

⚫ 武蔵野市が保有している市内の保険外サービスや通いの場、ボランティア活動の情報を施設紹介業者（あいらいふ社）に提供し、地域の
高齢者（施設紹介業者への相談者）に情報提供を行ってもらうことで、（行政では困難な）保険外サービスのレコメンドやより詳細な情
報提供が可能になる可能性がある。

⚫ あいらいふ社にとっては、すぐには施設入居につながらない自立した相談者に対して情報提供できるサービスの幅が広がり、顧客基盤の
拡大につながる可能性がある。
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（参考）自治体と民間事業者との連携②（経産省による今年度調査事業）

※：赤色は、当該町庁字の中心点から500m圏内に買い物拠点のない町庁字を示す。青色のピンは、スーパーマーケット、コンビニ、ドラックストア等日用品・食料品の買い物拠点を示す。

地域分析ツールでみた東京都武蔵野市東京都武蔵野市の地域特性

地域資源の位置取りと空白地域の可視化地域資源の充足率の算出
（買物拠点／大都市の中での位置づけ）

• 総人口：約15万人

• 人口密度：13,675人/km2

• 高齢者（65歳以上）人口割合：22.5%

－人口密度2000人/km2以上－

充
足
率
（
％
）

人口密度（ 人/km2）

武蔵野市
（100％,13,675人/km2）

施設紹介業（あいらいふ社）と自治体の連携/東京都武蔵野市



４．複数地域への展開可能性がある事例・特徴（論点③資料）



高齢者・介護関連サービスの先行事例

アイシン社｜チョイソコ

企業名：株式会社アイシン
所在地：愛知県刈谷市
規模：35,099人
主な事業：自動車部品とエネルギー・住生活関連製品の設計・製造

企業概要

愛知県豊明市、福岡県福岡市、富山県砺波市など全国90自治体
サービス展開
自治体

• 地域の交通不便者や高齢者を対象とし、予約に応じて運行するオ
ンデマンド型(※)の交通サービスである。地域の交通不便を解消し、
主に高齢者の外出促進に貢献するデマンド交通 ※予約に応じて乗
降場所や経路を変更可能な交通システム

• 運営形態は自治体ごとに異なるが、株式会社アイシンを中心に、自
治体や民間企業、団体と共同で運営する形態が取られている場合
が多い。運賃は、１回200円～500円程度。

• 運行のシステム提供に留まらず、会員に対し、高齢者向けイベントの
情報提供を行うなど、高齢者の健康増進につながる外出促進の取
り組みも行っている。

サービス概要

39出典：チョイソコ WEBサイト

https://www.choisoko.jp/


高齢者・介護関連サービスの先行事例

御用聞き社｜100円家事代行

企業名：株式会社 御用聞き
所在地：東京都板橋区
主な事業：個人向け・法人向けの御用聞き

企業概要

東京都23区、大阪府大阪市、北海道室蘭市、鹿児島県薩摩川内
市、など全国67自治体

サービス展開
自治体

• 100円/5分から家事代行等の支援サービスを提供。
（草むしり等は300円/5分、風呂掃除等は2000円/30分、別途
出張料金500円/スタッフ1名）

• 利用者は高齢者に限らず誰でも利用可能。

• 提供者は、有償ボランティア、または、法人・個人事業主として参画
する団体。

サービス概要

40出典：御用聞き｜100円家事代行（右図はウェブサイトを基に日本総研作成）

地域住民
（サービス利用者）

株式会社 御用聞き

有償ボランティア
（個人で参加）

御用聞きの運営事業者
（法人・個人事業主で参加）

サービス利用申込み サービス提供

https://www.goyo-kiki.com/


高齢者・介護関連サービスの先行事例
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とくし丸社｜移動スーパー

• 企業名：株式会社とくし丸
• 所在地：徳島市南内町
• 規模：トラック台数1,129台、顧客数150人/台（2023年時点）
• 主な事業： 移動スーパー

企業概要

• 移動スーパーとして週２回程度の巡回を行いながら、地域の
自治体と連携した見守り活動や、食品以外の生活上の困りご
とへの対応も実施している。

• 個人事業主の「販売パートナー」を通じて、連携先の全国各
地のスーパーの店頭に並んでいる商品を仕入れ、希望する個
人宅を訪問し、生鮮食品や日用品の販売を行っている。

サービス概要

出典：移動スーパーとくし丸

https://www.tokushimaru.jp/


高齢者・介護関連サービスの先行事例
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MIKAWAYA21社 ｜まごころサービス

• 企業名：MIKAWAYA21株式会社
• 所在地：東京都荒川区
• 規模：加盟店230社、コンシェルジュ1,300名以上
• 主な事業： まごころサポートのコンサルティング・支援、IoTデバイス開発

企業概要

• 高齢者の困りごとやニーズを各地域の「コンシェルジュ」がワンストップで受
け付け、支援の直接提供や、業者の斡旋等を行う「まごころサポート」を
全国で展開。

• 簡便な操作でコンシェルジュへの連絡等が可能なデバイス「マゴコロボタ
ン」など、IoTを活用したサービスも併せて提供する。

• 福島県広野町では、このボタンの押下により町に安否情報が伝わるとい
う自治体連携の仕組みも導入されている。

サービス概要

出典：magocoro｜まごころサポート「ちょっと困った」を全力でサポート！

https://magocoro.me/


５．地域共通／固有に抱える産業振興上の課題（論点④資料）



産業振興上の課題仮説（地域共通）

委託

ニーズの把握・サービス開発支援

サービス
提供

購入・利用

• 加齢に伴う情報へのアクセス力低下
• （自費の場合）一定の経済負担

• （福祉系部局における）民間企業とのネットワーク不足
• 特定事業者との連携への慎重姿勢（公平性の配慮）

⇒サービスの連携や周知が困難

44

⚫ 民間企業ではニーズ・需要量の把握や集客、市町村・SC等ではそもそもの意識、ネットワーク、ノウハウ不足、公平性への配慮、地域包
括やケアマネにおいてはインセンティブ不足や紹介責任、高齢者では情報アクセス力や経済力が課題として挙げられるのではないか。

出典：事業者・自治体等、複数者へのインタビューを基に、事務局にて作成

民間企業 市町村

地域包括支援
センター

居宅介護支援
事業所

生活支援

コーディネーター
（SC）

• 特定事業者の推奨が困難（公平性への配慮）
• 紹介・情報提供におけるインセンティブが希薄
• 紹介責任・リスク回避

• 民間企業活用の必要
性の意識が希薄

• 地域課題発の施策立
案や検証の経験不足

• 定期的な人事異動によ
りノウハウ蓄積が困難

サービス情報伝達

• 高齢者ニーズ・特性の理解不足
• 当該市町村内の特定地域のサー

ビス需要の把握が困難
• 事業化に向けた先行投資費用

開発段階

• ニーズを持つ高齢者へのアクセスが
困難（＝高い集客コスト）

流通段階

• 個別地域（自治体）ごとのアプ
ローチとなり規模拡大が困難

拡大段階

地域の
高齢者等



産業振興上の課題仮説（地域別）

中山間地域 一般都市（中間） 大都市

• 行政の人的リソース不足
＝相対的に部門間連携は容易か

• 分業化により、部門間の壁が大き
い場合がある

• 施策立案部署と現場との距離が大
きい場合がある

ー
（共通課題と同様）

地域体制
（市町村、SC、地域
包括、ケアマネ等）

民間企業

• サービス開発できる民間事業者の
不足

• サービスを提供する人材の不足
• 独自に開発することが困難

＝他地域での成功モデル導入の
円滑な導入が必要

ー
（共通課題と同様）

• 公的介護サービスが相対的に充実
⇒関係者における民間サービス

活用の意識醸成が必要

⚫ 主たる課題は地域共通であるところも多いが、一部、地域特性に応じた課題も存在するのではないか。
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生活支援体制整備事業は、生活支援コーディネーターの配置と協議体の設置等により、地域住民に身近な存在である市町村
が中心となって、多様な主体による多様な生活支援・介護予防サービスの提供体制を構築し、地域の支え合いの体制づくり
を推進するものである。

市町村が主体となり、市町村区域（第 1 層）および日常生活圏域（第２層）への、生活支援コーディネーターの配置と協議
体の設置等が行われている。

生活支援体制整備事業の概要
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（参考）自治体内における地域資源開発体制

出典：厚生労働省 WEBサイト



生活支援コーディネーター及び協議体の役割
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（参考）自治体内における地域資源開発体制

• 生活支援コーディーネーターは、高齢者の生活支援
サービスや介護予防サービスの提供体制の構築を目
的に、（１）資源開発、（２）ネットワーク構築、
（３）ニーズと取組のマッチングの３つの機能を担
うこととされている。

生活支援コーディーネーター（SC） 協議体

• 協議体は、多様なサービス提供主体の参画と資源開発
の推進を目的とした、「定期的な情報の共有・連携強
化の場」として機能しており、主に以下のような役割
を担うこととされている。

資源開発

ネットワーク
構築

ニーズと取組の
マッチング

• 地域に不足するサービスの創出

• サービスの担い手の養成

• 元気な高齢者が担い手として活動

する場所の確保 など

• 関係者間の情報共有

• サービス提供主体間の連携の体制

づくり など

• 地域の支援ニーズとサービス提供

主体の活動をマッチング など

• 生活支援コーディネーターの組織的な補完

• 地域ニーズ、既存の地域資源の把握、情報の見

える化の推進

（実態調査の実施や地域資源マ ップの作成等）

• 企画、立案、方針策定を行う場（生活支援等

サービスの担い手養成に係る企画等を含む）

• 地域づくりにおける意識の統一を図る場

• 情報交換の場、働きかけの場等

出典：厚生労働省「地域支援事業実施要綱 」別記3「包括的支援事業（社会保障充実分）」

https://www.mhlw.go.jp/content/001151721.pdf


SCの業務として既存の社会資源の把握と可視化およびネットワーク構築を重視する割合が高い一方で、
地域の支援事業者（地域資源）へのマッチングを重視する割合は16.0%と相対的に低い。

SCが業務で重視していること
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（参考）SCの活動における官民連携の実態

出典：（国際長寿センター）令和5度 老人保健健康増進等事業「英国等諸外国における支援を必要とする住民と地域の多様な主体との調整を行う職種との国際比較を通した生活支援コーディネーターの活動基盤強化に関する調査研究」



33.7

37.1

71.3

8.9

9.0

11.0

12.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

住民主体の無償のボランティアや生活支援サービス

住民主体の有償の生活支援サービス

住民主体の通いの場など、高齢者の集いの場

民間企業（営利企業）と連携した、無償の生活支援サービス

民間企業（営利企業）と連携した、有償の生活支援サービス

その他のサービス

新しい集いの場やサービスの開発・創出に取り組んだことはない

開発や創出に取り組んだことがある・現在取り組んでいるサービスとしては、「住民主体の通いの場など、高齢者の集い
の場」が71.3%と最も多い。

一方、民間企業と連携したサービス開発については無償・有償問わず10%未満と、あまり進んでいない。

SCによる地域資源開発の取組状況
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（参考）SCの活動における官民連携の実態

出典：日本総合研究所 令和４年度 老人保健健康増進等事業 地域づくりの観点からの保険外サービス活用推進等に関する調査研究事業



第 1 層協議体構成員の所属先は「市区町村社会福祉協議会」が60.3%、第 2 層では「民生委員・児童委員」が、23.5%
とそれぞれで最も多い。一方、「企業・商店」は、第１層で16.8％、第 2 層で8.3%といずれも低い割合である。

協議体構成員の所属先
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（参考）協議体における官民連携の実態

出典：日本総合研究所 平成28年度 老人保健健康増進等事業 新しい包括的支援事業における 生活支援コーディネーター・協議体の先行事例の調査研究
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6.7%
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15.6%

35.5%
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5.3%

16.8%

11.2%

15.5%

35.3%
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行政（事業担当）

地域包括支援センター

地区（校区）社会福祉協議会

NPO・ボランティア団体

老人クラブ

シルバー人材センター

介護サービス事業者

学識経験者（大学教授等）

企業・商店

その他

第1層協議体構成員の所属先（複数回答）

15.4%

6.6%

21.2%

19.4%

12.7%

23.4%

16.2%

23.5%

16.9%

6.8%

5.4%

4.4%

14.7%

5.8%

1.4%

4.0%

8.3%

6.3%

5.8%

70.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

行政（事業担当）

地域包括支援センター

地区（校区）社会福祉協議会

NPO・ボランティア団体

老人クラブ

シルバー人材センター

介護サービス事業者

学識経験者（大学教授等）

企業・商店

その他

第2層協議体構成員の所属先（複数回答）



令和6年度の地域支援事業実施要綱改正により、「地域での活動に取り組む民間企業等と地域住民の協働のもとで行う事業が
自走するまでの期間における事業費の補助」等を含む、「住民参画・官民連携推進事業」（自治体当たり400万円）が新設。

住民参画・官民連携推進事業の支援

51

（参考）生活支援体制整備事業の見直し 官民連携の促進

出典：厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課「令和６年度地域支援事業実施要綱等改正の概要」



（参考）ケアマネジャーが保険外サービスを提案する際の課題

• 「サービスの価格」（70.5％）に加えて、「どのサービスや事業者が良質・安全かがわかりにくいこと」

（64.9％）、「サービスの情報が足りないため、事業者にアプローチできないこと」（37.1％）等が挙がっている。

公的保険外サービスを提案する際の課題
＜設問＞ 保険外サービスをケアプランに盛り込んだり、情報提供を行う際に難しいと感じること、ご苦労されていることは何ですか。

出典：日本総合研究所 平成28年度老健事業 介護に取り組む家族の支援に資する民間サービスの普及・促進に関する調査研究事業を基に作成 52
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